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第３章 中長期的に持続可能な経済社会の実現  

２．主要分野ごとの重要課題と取組方針 

 

 （２）少子化対策及びこども・若者政策の推進 

 

（若者支援及び困難に直面するこどもの支援を始めとするこども大綱の推進） 

（略） 

こども食堂・こども宅食や、学習支援、体験機会の提供など、こどもの貧困解消や見守り強化

を行う。こどもの状況も踏まえたひとり親家庭への養育費確保を含めた多面的で伴走型の支援

を強化するとともに、経済社会の動向等も踏まえ、就業支援や経済的支援の在り方を検討する。

職員配置などこども家庭センター等の体制強化や訪問による支援、認定資格の取得促進など、

児童虐待の予防に取り組む。性被害を受けたこどもに配慮した支援体制を整備する。パーマネ

ンシー保障の理念と家庭養育優先原則に基づく里親やファミリーホームによる支援、若年妊婦

や社会的養護経験者等への支援を行う。改正民法の円滑な施行に向けた周知や、児童養護施

設等の養育機能の向上や児童相談所の体制強化を進める。発達障害児や医療的ケア児など

障害のあるこどもと家族への支援やインクルージョンの推進、こどもホスピスの全国普及に向け

た取組、ヤングケアラーの支援を行う。こどもを取り巻く深刻な状況を踏まえ、教育と福祉の連

携により、いじめ・不登校や悩みに直面するこどもやその保護者への支援、こども・若者の自殺

対策を強力に推進する。学校や家庭以外の多様な居場所づくりを進めるとともに、こどものメン

タルヘルスを充実する。予防のためのこどもの死亡検証（ＣＤＲ）を推進する。質の高い公教育

の再生の強力な推進を図る。 
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